
第４章  各事業の展開と効果的な広報 

１ 各事業の関係性 

  救急受診アプリと救急受診ガイドは自己による判断手段であり，住民がこれらを使用

しても判断できない場合のセーフティーネットとして，＃７１１９を事業の中核に位置

付け，年代等に応じて，若年層には救急受診アプリの普及を図りつつ，紙媒体である救

急受診ガイドについては高齢者を中心に＃７１１９の広報媒体としても活用するなど，

各手段を有機的に組み合わせた活用により，住民への安心・安全の提供，救急受診の適

正化，緊急度の尺度の社会における共有，「かかりつけ医」や「在宅療養あんしん病院」

等の医療施策を案内するなど，事業効果が高まることが期待できる。 

 

【図表４－１】各手段の関係性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 効果的な広報 

  ＃７１１９実施団体において，＃７１１９の認知度は管轄人口の 50％前後であり，相

談件数は概ね管轄人口の 3％～7％となっている。京都府内では救急搬送人員のうち，65

歳以上の高齢者が6割（平成29年中の 65歳以上の高齢者は77,597人で全体の60.4％）

を占めている。＃７１１９の事業効果を高めるためには，搬送人員に占める割合が最も

高い高齢者層に対する＃７１１９の利用促進が最も重要である。また，健康寿命の観点

から，介護予防の段階の方に周知することも効果的であると考える。 

  複数の先行団体のアンケート調査の結果から，＃７１１９の広報手段としては，行政

の広報誌が高齢者層には最も効果的であった。また，高齢者の介護を行っている世代と

しては 50歳代が最も多く，ポスターやパンフレットが 50歳代には有効である。現在の

50 歳代や 60 歳代は現役で働いている方も多く，多忙であることから情報を網羅したボ

リュームのあるものではなく，必要な時に簡便に自己判断できるよう要約されたものが

有効である。 
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【図表４－２】札幌市における＃7119 の認知方法（抜粋）（出典：平成 28 年度第１回市民意識調査） 

【図表４－３】大阪市における＃7119 の認知方法（出典：平成 28 年度市政モニターアンケート）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また，介護予防の年代も含めた高齢者層が活用できるよう，高齢者に日々接する職種に

周知の協力を要請するとともに，医療に結び付いていない方にもいかに＃７１１９を普及

させるかが重要であり，＃７１１９の広報には地域包括ケアを構成する医療・介護・福祉

の関係者と連携することが効果的である。＃７１１９の広報内容については，活用方法を

ユーザー側にしっかりと理解してもらうことを主眼に置き，奏功事例等を用いた分かりや

すい内容とする必要がある。 

 

３ 電話相談プロトコール 

  総務省消防庁の電話相談プロトコールの策定経緯については，平成19年に東京都で

＃７１１９開設時にプロトコールが策定され，平成23年に総務省消防庁「社会全体で

共有する緊急度判定体系のあり方検討会」で策定した緊急度の考え方に照らし平成26

年3月に電話相談プロトコールVer.1が策定された。その後，総務省消防庁「平成28年
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度救急業務のあり方に関する検討会」に設置された「緊急度判定体系の普及ワーキン

ググループ」にて平成29年7月にVer.2に改訂されている。 

  平成31年1月末時点で＃７１１９先行団体14団体のうち11団体が，総務省消防庁が策

定した電話相談プロトコールを使用しており，総務省消防庁が策定した電話相談プロ

トコールについては，外部委託など民間のコールセンターにおいても，看護師等の医

療の専門家であれば使用することができる。 

  将来的な展望として関係機関と協力しながら「かかりつけ医」や「在宅療養あんし

ん病院事業」等の高齢者医療施策との連携も検討していく必要があり，府内各地域の

医療機関の状況などの地域性を踏まえたプロトコールを使用する必要がある。加え

て，外国人観光客等にも配慮した＃７１１９の多言語対応の検討も必要である。 

 

【図表４－４】電話相談プロトコールの概要 
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４ まとめ 

  先行団体の実績等では，＃７１１９導入によって救急件数の減少にまでは至っておら

ず，事業効果を高めるためには，各手段を有機的に組み合わせた活用が必要である。具

体的には，セーフティーネットとなる＃７１１９を中核に位置付け，若年層には救急受

診アプリを，高齢者本人，介護者，介護予防段階の方等，幅広い世代に救急受診ガイド

を普及させつつ，＃７１１９の広報手段としても救急受診ガイドを活用すべきである。  

  また，グループホームやサービス付き高齢者向け住宅などの医師や看護師が常駐しな

い高齢者施設の職員や訪問介護職員にも介護の現場で救急要請前のワンクッションと

して＃７１１９が活用されるよう，事業所等への働きかけが必要である。 

  さらに，救急搬送だけにとらわれず，高齢者が安心して在宅療養できるよう「かかり

つけ医」や「在宅療養あんしん病院」と連携し，地域包括ケアを推進する必要がある。 

  効果的な広報については，府内の救急搬送人員の 6割を占める高齢者層への利用促進

が最も重要であり，さらに，介護予防段階の方の＃７１１９の活用により，健康寿命の

延伸等で事業効果は更に高まると考える。 

 

 

【図４－５】高齢者救急医療への対応 
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